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議案第５号 

令和３年度 住田町簡易水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和３年度住田町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水件数      1,646 件 

（２）年間総給水     420,000 ㎥ 

（３）一日平均給水量      1,150 ㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   清水橋添架管布替設工事    

   上有住地区添架管移設工事   

上有住地区橋周辺配水管移設工事ほか   

                   57,701 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 水道事業収益      172,962 千円 

 第１項 営業収益    74,845 千円 

 第２項 営業外収益    98,115 千円 

第３項 特別利益       2 千円 

支   出 

第１款 水道事業費用      147,920 千円 

 第１項 営業費用      133,071 千円 

 第２項 営業外費用    14,649 千円 

 第３項 特別損失         200 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する 28,090 千円は当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 2,553 千円、当年度分損益勘定留保資金 25,537 千円で補てんするものとする。）。 

収   入 

第１款 資本的収入     109,004 千円 

 第１項 負担金及び分担金    29,612 千円 

 第２項 他会計出資金    79,392 千円 

支   出 

第１款 資本的支出    137,094 千円 

 第１項 建設改良費     57,701 千円 

 第２項 企業債償還金      79,393 千円 

 （一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、20,000 千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用 

（２）営業費用と特別損失 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費  8,965 千円 

 （他会計からの補助金） 

第８条 簡易水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、45,561 千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、844 千円と定める。 

 

   令和３年３月２日提出  

                                        住田町長 神 田 謙 一 



収　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）
予定額


1 水道事業収益 172,962
1 営業収益 74,845

1 給水収益 70,678
2 受託工事収益 3,663
3 その他営業収益 504

2 営業外収益 98,115
1 受取利息及び配当金 1
2 他会計補助金 45,561
3 長期前受金戻入 52,542
4 消費税及び地方消費税 10

還付金
5 雑収益 1

3 特別利益 2
1 過年度修正益 1
2 その他特別利益 1

予定額

1 水道事業費用 147,920

1 営業費用 133,071
1 原水費及び浄水費 12,147
2 配水費及び給水費 12,462
3 受託工事費 3,663
4 総係費 15,780
5 減価償却費 88,418
6 資産減耗費 601

2 営業外費用 14,649
1 支払利息及び企業債取 13,609

扱諸費
2 消費税及び地方消費税 1,040

3 特別損失 200
1 その他特別損失 200

令和3年度 住田町簡易水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備考

支　出
款 項 目 備考
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収　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）
予定額


1 資本的収入 109,004
1 負担金及び分担金 29,612

1 負担金 29,612
2 他会計出資金 79,392

1 他会計出資金 79,392

予定額
1 資本的支出 137,094

1 建設改良費 57,701
1 原水費及び浄水費 13,530
2 配水費及び給水費 44,171

2 企業債償還金 79,393
1 企業債元金償還金 79,393

資本的収入及び支出

款 項 目 備考

支　出
款 項 目 備考



（単位：円）

21,703,000
88,418,000

△ 6,000
△ 4,000

△ 52,542,000
△ 1,000

13,609,000
601,000
89,000

△ 262,000
△ 58,000

71,547,000
1,000

△ 13,609,000
57,939,000

△ 52,456,000
26,920,000

△ 25,536,000

△ 74,113,000
△ 5,280,000
79,392,000

△ 1,000

32,402,000
257,304,974
289,706,974

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金の増加額
資金の期首残高
資金の期末残高

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　その他の企業債の償還による支出
　他会計からの出資による収入

　固定資産減耗費
　未収金の増減額（△は増加）
　未払金の増減額（△は減少）

令和3年度　住田町簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

I　業務活動によるキャッシュ・フロー
　当年度純利益
　減価償却費

　長期前受金戻入額

　賞与引当金の増減額（△は減少）
　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　受取利息及び配当金
　支払利息及び企業債取扱諸費

　たな卸資産の増減額（△は増加）
　小計
　受取利息及び配当金
　支払利息及び企業債取扱諸費

　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　補助金等による収入
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（単位：千円）

報　　　　酬
（千円）

給　　　　料
（千円）

手　　　　当
（千円）

計
（千円）

3,844 3,724 7,568 1,397 8,965

3,767 3,551 7,318 1,382 8,700

77 173 250 15

※職員数欄（）内は、短時間勤務職員について外書き。

区 分 通 勤 手 当 時間外勤務手当 休 日 勤 務 手 当 日 直 手 当 管 理 職 手 当 管理職特別勤務手当

本 年 度 279 212 20

前 年 度 146 208 19

比 較 133 4 1

区 分 寒 冷 地 手 当 単 身 赴 任 手 当 退職手当負担金 児 童 手 当 賞与引当金繰入額 そ の 他

本 年 度 89 719 240 534

前 年 度 89 705 240 534

比 較 14

（　）
比 較

（　）
1

（　）
1

給　　与　　費　　明　　細　　書　

特別職
（人）

職員数
区 分

合　　　計
（千円）

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
法定福利費

（千円）

１　総　括

本 年 度

前 年 度

手
当
等
の
内
訳

扶 養 手 当 住 居 手 当

一般職
（人）

240 324

240 324

手
当
等
の
内
訳

期 末 手 当 勤 勉 手 当

618 449

606 440

12 9



区　　　分

2%

（昇給期） （職員数）

４月 １人

173千円

３　給料及び職員手当の状況

⑴　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（ 歳 ）

（円）

（円）

（ 歳 ）

⑵　初任給

　高　　校　　卒　

大　　学　　卒

職 員 手 当

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

0

173

173

その他

40.3

387,780

41.3

平 均 給 与 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

308,200平 均 給 料 月 額

313,900

77 本年度昇給分

行　　　　　政　　　　　職区　　　　　　　　　　　　　　　分

令和３年１月１日現在 384,100

説　　　　　　　　　　　明

平 均 給 料 月 額

増　　減　　額 備　　　　　　　　　　考

そ の 他 の 増 減 分

平均昇給利率

昇給期別職員数

（１）その他

２　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

給 料

増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

0

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

昇 給 に 伴 う 増 加 分 77

令和２年１月１日現在

国　　　の　　　制　　　度

行　　　　　政（１）

150,600

182,200

区　　　　　分 行　　　　　政　　　　　職

151,900

173,200

平 均 年 齢
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⑶　級別職員数

級

1

2

3

4

5

6

計

1

2

3

4

5

6

計

（級別の標準的な職務内容）

一般職

100.0

100.01

100.0

100.01

1

1

区 分
一　　　般　　　職

職員数（人） 構成比（％）

主事、技師の職務

区　　　　　分

令和２年１月１日現在

令和３年１月１日現在

1級 2級 5級 6級

主事、技師の職務 係長、主査、主任、主
任技師の職務

課長補佐、副主幹、主
任主査の職務

課長、主幹、課長補佐
の職務

課長、主幹の職務

4級3級



2号級（人）

４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

2号級（人）

４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

本
　
年
　
度

1

1

1

⑷　昇給

1

合　　　計

100.0

前
　
年
　
度

一　般　職区　　　分

職　　員　　数　　　　（A)　　（人）

昇給に係る職員数　（B)　　（人）

比率　　（B)／（A)　　　　　　（％）

職　　員　　数　　　　（A)　　（人）

昇給に係る職員数　（B)　　（人）

号 給 数 内 訳

号 給 数 内 訳

給　　　　料
（千円）

100.0

1

1

1

1

1

100.0

1

1

100.0比率　　（B)／（A)　　　　　　（％）
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⑸　期末手当・勤勉手当

支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率

⑹　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑺　その他手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　　考

有

区　　　分

本 年 度

2.25
（1.175）

2.25
（1.175）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

６月　（月分） １２月　（月分）

前 年 度

国 の 制 度

（月分）　

有

最高限度

有

備　　　考
３５年勤続の者

47.71

24.587 33.27 47.71

（月分）　

国 の 制 度

２５年勤続の者

（月分）　
区　　　分

２０年勤続の者

（月分）　

支 給 率 等

24.587 47.7133.27

47.71

住　　居　　手　　当

扶　　養　　手　　当

（支給率等）

区　　　　　　　　　　　　　分

4.45
（2.35）

2.225
（1.175）

4.5
（2.35）

4.45
（2.35）

支給率計　（月分）

その他の加算措置等

国　　　の　　　制　　　度　　　と　　　の　　　異　　　同

同

差　　異　　の　　内　　容

同

通　　勤　　手　　当 異 　交通機関利用の最高限度額の計算方法

定年前早期退職
特例措置（２～４５％加算）

定年前早期退職
特例措置（２～４５％加算）



(単位：円)

１．固　定　資　産
　（１）有　形　固　定　資　産
　　　イ．土　　　　　　　　地 13,670,925
　　　ロ．建　　　　　　　　物 87,241,849
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 5,694,000 81,547,849
　　　ハ．構　　 　築 　　　物 1,663,006,284
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 145,840,000 1,517,166,284
　　　ニ．機 械　及 び　装　置 130,701,850
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 25,427,000 105,274,850
　　　ホ．車 両 及 び 運 搬 具 139,936
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 0 139,936
　　　ヘ．工具器具及び備品 699,046
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 66,000 633,046
　　　　有 形 固 定 資 産 合 計 1,718,432,890
　　　　固　定　資　産　合　計 1,718,432,890
２．流　動　資　産
　（１）現　　 金　　預 　　金 289,706,974
　（２）未　　　　収　　　　金 4,124,877
　　　　貸　 倒　 引 　当　 金 △ 1,039,000 3,085,877
　（３）貯　　　　蔵　　　　品 101,490
　　　　流　動　資　産　合　計 292,894,341
　　　　資 　　産　　合 　　計 2,011,327,231

３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 403,062,455
　　　ロ．その他の企業債 30,110,000
　　　　企　業　債　合　計 433,172,455
　　　　固　定　負　債　合　計 433,172,455

令和3年度 住田町簡易水道事業会計予定貸借対照表
(令和4年3月31日)

資産の部

負債の部
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４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 75,395,972
　　　ロ．その他の企業債 5,280,000
　　　　企　業　債　合　計 80,675,972
　（２）未　　払　　金 7,190,571
　（３）引　　当　　金
　　　イ．賞与引当金 534,000
　　　ロ．法定福利費引当金 106,000
　　　　引　当　金　合　計 640,000
　（４）その他流動負債 210,000
　　　　流　動　負　債　合　計 88,716,543
５．繰　延　収　益
　（１）長　期　前　受　金 1,128,509,491
　　　　長期前受金収益化累計額 △ 103,189,000
　　　　繰　延　収　益　合　計 1,025,320,491
　　　　負　　 債　　合　　 計 1,547,209,489

６．資　　本　　金 409,026,839
７．剰　　余　　金
　（１）資 本 剰 余 金
　　　イ．他会計補助金 8,105,903
　　　　資 本 剰 余 金 合 計 8,105,903
　（２）利 益 剰 余 金
　　　イ．当年度未処分利益剰余金 46,985,000
　　　　利 益 剰 余 金 合 計 46,985,000
　　　　剰　余　金　合 計 55,090,903
　　　　資　 本　 合　 計 464,117,742
　　　　負 債 資 本 合 計 2,011,327,231

資本の部
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注 記 

  Ⅰ．重要な会計方針 

   １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による原価法 

   ２ 固定資産の減価償却の方法 

      ⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・ 減価償却の方法   定額法 

・ 主な耐用年数 

  建物        15～50 年 

  構築物       10～60 年 

  機械及び装置    ８～20年 

  工具、器具及び備品 ３～15年 

      ⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

        ・ 減価償却の方法   定額法 

   ３ 引当金の計上方法 

      ⑴ 退職給付引当金 

        本町は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、追加的費用は、全額一般会

計において措置することとなっているため、退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。 

      ⑵ 賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

      ⑶ 法定福利費引当金 

        職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属す
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る額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

  債権の不能欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

   ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

  Ⅱ．その他 

   １ 予定キャッシュ・フロー計算書 

     間接法により作成している。 

   ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のあるものも含む。）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は 255,341 千円である。 

   ３ セグメント情報の開示 

     住田町簡易水道事業を一つのセグメントとして区分している。 



(単位：円)

１　営　業　収　益
　（１）給水収益 72,461,000
　（２）受託工事収益 2,331,000
　（３）その他営業収益 485,000 75,277,000
２　営　業　費　用
　（１）原水費及び浄水費 12,062,000
　（２）配水費及び給水費 11,742,000
　（３）受託工事費 2,331,000
　（４）総係費 15,091,000
　（５）減価償却費 88,609,000
　（６）資産減耗費 10,000 129,845,000
　　　　営　 業　利　益 △ 54,568,000
３　営　業　外　収　益
　（１）受取利息及び配当金 1,000
　（２）他会計補助金 47,922,000
　（３）長期前受金戻入 50,647,000
　（４）雑収益 1,000 98,571,000
４　営　業　外　費　用
　（１）支払利息及び
　　　　企業債取扱諸費 15,879,000 15,879,000 82,692,000
　　　　経　 常　利　 益 28,124,000
５　特　別　利　益
　（１）その他特別利益 1,000 1,000
６　特　別　損　失
　（１）その他特別損失 2,843,000 2,843,000 △ 2,842,000
　　　　当年度純利益 25,282,000
　　　　前年度繰越利益剰余金 0
　　　　その他未処分利益剰余金
　　　　変動額 0
　　　　当年度未処分利益剰余金 25,282,000

令和2年度　住田町簡易水道事業会計予定損益計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日)
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(単位：円)

１．固　定　資　産
　（１）有　形　固　定　資　産
　　　イ．土　　　　　　　　地 13,670,925
　　　ロ．建　　　　　　　　物 87,241,849
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,847,000 84,394,849
　　　ハ．構　　 　築 　　　物 1,589,120,284
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 72,920,000 1,516,200,284
　　　ニ．機 械  及  び  装 置 119,002,850
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 12,809,000 106,193,850
　　　ホ．車 両 及 び 運 搬 具 139,936
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 0 139,936
　　　ヘ．工具器具及び備品 699,046
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 33,000 666,046
　　　ト．建　設　仮　勘　定 33,730,000
　　　　有 形 固 定 資 産 合 計 1,754,995,890
２．流　動　資　産
　（１）現　　 金　　預 　　金 257,304,974
　（２）未　　　　収　　　　金 4,213,877
　　　　貸　 倒　 引 　当　 金 △ 1,039,000 3,174,877
　（３）貯　　　　蔵　　　　品 43,490
　　　　流　動　資　産　合　計 260,523,341
　　　　資 　　産　　合 　　計 2,015,519,231

３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 478,458,455
　　　ロ．その他の企業債 35,390,000
　　　　企　業　債　合　計 513,848,455
　　　　固　定　負　債　合　計 513,848,455

令和2年度　住田町簡易水道事業会計予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

資産の部

負債の部



４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 74,112,972
　　　ロ．その他の企業債 5,280,000
　　　　企　業　債　合　計 79,392,972
　（２）未　　払　　金 7,452,571
　（３）引　　当　　金
　　　イ．賞与引当金 540,000
　　　ロ．法定福利費引当金 110,000
　　　　引　当　金　合　計 650,000
　（４）その他流動負債 210,000
　　　　流　動　負　債　合　計 87,705,543
５．繰　延　収　益
　（１）長　期　前　受　金 1,101,589,491
　　　　長期前受金収益化累計額 △ 50,647,000
　　　　繰　延　収　益　合　計 1,050,942,491
　　　　負　　 債　　合　　 計 1,652,496,489

６．資　　本　　金 329,634,839
７．剰　　余　　金
　（１）資 本 剰 余 金
　　　イ．他会計補助金 8,105,903
　　　　資 本 剰 余 金 合 計 8,105,903
　（２）利 益 剰 余 金
　　　イ．当年度未処分利益剰余金 25,282,000
　　　　利 益 剰 余 金 合 計 25,282,000
　　　　剰　余　金　合 計 33,387,903
　　　　資　 本　 合　 計 363,022,742
　　　　負 債 資 本 合 計 2,015,519,231

資本の部
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注 記 

  Ⅰ．重要な会計方針 

    当年度より、簡易水道事業に地方公営企業法の財務規定等を適用し、地方公営企業会計へ移行する。 

      １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による原価法 

   ２ 固定資産の減価償却の方法 

      ⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・ 減価償却の方法   定額法 

・ 主な耐用年数 

  建物        15～50 年 

  構築物       10～60 年 

  機械及び装置    ８～20年 

  工具、器具及び備品 ３～15年 

      ⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

        ・ 減価償却の方法   定額法 

   ３ 引当金の計上方法 

      ⑴ 退職給付引当金 

        本町は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、追加的費用は、全額一般会

計において措置することとなっているため、退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。 

      ⑵ 賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 
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      ⑶ 法定福利費引当金 

        職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

  債権の不能欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

   ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

  Ⅱ．その他 

   １ 予定キャッシュ・フロー計算書 

     間接法により作成している。 

   ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のあるものも含む。）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は 294,213 千円である。 

   ３ セグメント情報の開示 

     住田町簡易水道事業を一つのセグメントとして区分している。 



 

 

 

 

 

 

Ⅲ．令和３年度 住田町簡易水道事業会計予算に関する説明資料 



収　入

節 金　額
1 水道事業収益 172,962

1 営業収益 74,845
1 給水収益 70,678

1 給水収益 70,678 水道使用料 70,678
2 受託工事収益 3,663

1 受託工事収益 3,663 水道受益者負担金 3,663
3 その他営業収益 504

1 手数料 503 分岐手数料等 330
申込手数料 2
設計審査手数料 5
工事検査手数料 5
指定申請手数料 160
督促手数料 1

2 雑収益 1 雑収益
2 営業外収益 98,115

1 受取利息及び 1
　配当金 1 利子及び配当金 1 預金利息
2 他会計補助金 45,561

1 一般会計繰入金 45,561 一般会計繰入金 45,561
3 長期前受金戻入 52,542

1 国庫補助金戻入 13,581 国庫補助金戻入 13,581
2 県補助金戻入 23,414 県補助金戻入 23,414
3 負担金等戻入 9 負担金等戻入 9
5 その他戻入 15,538 その他戻入 15,538

4 消費税及び地方 10
　消費税還付金 1 消費税及び地方

  消費税還付金
10 消費税及び地方消費税還付金 10

5 雑収益 1
1 その他雑収益 1 その他雑収益

令和3年度 住田町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

　　　明　　　　　細　　　
款 項 目

収益的収入及び支出
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

予定額
説　　　明
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3 特別利益 2
1 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益
2 その他特別利益 1

1 その他特別利益 1 その他特別利益

支　出

節 金　額
1 水道事業費用 147,920

1 営業費用 133,071
1 原水費及び浄水
  費

12,147

13 通信運搬費 584 回線使用料 584
14 委託料 109 自家用電気工作物保安委託料
15 手数料 3,162 水質検査、病原菌検査手数料 3,162
17 修繕費 3,520 施設修繕費 3,520
20 動力費 2,874 浄水場電気料 2,874
21 薬品費 1,496 薬品費 1,496
22 材料費 330 砂等原材料費 330
26 保険料 72 建物共済分担金 72

2 配水費及び給水 12,462
  費 13 通信運搬費 55 回線使用料 55

14 委託料 6,635 自家用電気工作物保安委託料
維持管理委託料等
漏水調査委託料

15 手数料 1,054 水道メーター交換料 1,054
1,950 土地借上料 850

重機借上料 1,100
17 修繕費 2,200 修繕費 2,200
19 路面復旧費 550 路面復旧費 550
26 保険料 18 建物共済分担金 18

3 受託工事費 3,663
18 工事請負費 3,663 給水工事費

16 使用料及び賃借
   料

　　　明　　　　　細　　　
予定額

説　　　明
項 目款

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）



4 総係費 15,780
　 2 給料 3,844 職員給料 3,844

3 手当等 3,190 扶養手当 240
住居手当 324
通勤手当 279
時間外勤務手当 212
休日勤務手当 20
児童手当 240
期末手当 618
勤勉手当 449
寒冷地手当 89
退職手当負担金 719

4 法定福利費 1,291 職員共済組合負担金 1,271
災害補償基金負担金 20

7 旅費 171 研修旅費 171
9 備消耗品費 353 消耗品 353
10 燃料費 73 燃料費 73
12 印刷製本費 121 印刷製本費 121
14 委託料 4,608 公営企業会計システム保守委託料

消費税申告書作成等業務委託料

維持管理委託料等
15 手数料 222 口座振替手数料 190

その他手数料 32
16 使用料及び賃借
   料

966 上下水道料金システム使用料 966

17 修繕費 180 修繕費 180
24 負担金 52 日本水道協会負担金 17

研修会等負担金 11
市町村職員健康福利機構負担金 24

26 保険料 62 自動車共済分担金 62
30 公課費 7 自動車重量税 7
31 賞与引当金繰入
   額

534 賞与引当金繰入額 534

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

水道施設広域監視装置保守管理委託料

上下水道施設管理システム保守委託料
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32 法定福利費繰入
   額

106 法定福利費繰入額 106

5 減価償却費 88,418
38 有形固定資産減
   価償却費

88,418 有形固定資産減価償却費 88,418

6 資産減耗費 601
40 固定資産除却費 601 固定資産除却費 601

2 営業外費用 14,649
1 支払利息及び企 13,609
　業債取扱諸費 43 企業債利息 13,559 過疎対策事業債 71

補正予算債 18
簡易水道事業債 13,470

44 借入金利息 50 一時借入金利子 50
2 消費税及び地方 1,040
　消費税 46 消費税及び地方

   消費税
1,040 消費税及び地方消費税 1,040

3 特別損失 200
1 その他特別損失 200

51 その他特別損失 200 その他特別損失 200

収　入

節 金　額
1 資本的収入 109,004

1 負担金及び分担 29,612
金 1 負担金 29,612

1 工事負担金 29,612 清水橋添架管布設替工事負担金 8,953
上有住地区添架管移設工事負担金 12,564
上有住地区橋周辺配水管移設工事負担金 8,095

2 他会計出資金 79,392
1 他会計出資金 79,392

1 他会計出資金 79,392 一般会計出資金 79,392

説　　　明

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

款 項 目 予定額

資本的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　



支　出

節 金　額
1 資本的支出 137,094

1 建設改良費 57,701
1 原水費及び浄水 13,530 18 工事請負費 13,530
  費 金沢浄水場浄水濁度計更新工事

2 配水費及び給水 44,171
  費 18 工事請負費 44,171 清水橋添架管布設替工事

上有住地区添架管移設工事
　 上有住地区橋周辺配水管移設工事

3 企業債償還金 79,393
1 企業債元金償還 79,393
　金 63 簡易水道事業償 79,393 過疎対策事業債 3,871

   還元金 補正予算債 166
簡易水道事業債 75,356

合地沢浄水場テレスコープNo.3更新工事

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）
　　　明　　　　　細　　　

款 項 目 予定額
説　　　明
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